
























2. 事例① キューピーのサラダ・惣菜事業 
 2.1 サラダ・惣菜の全国販売体制を確立したデリア食品 
 2.2 ベンダー事業中心のグルメデリカ 
 2.3 ブランド化に挑むサラダクラブ 
 2.4 ベンダー事業からブランド事業へ 
3. 事例② ピックルスコーポレーションのブランド戦略 
 3.1 ベンダー事業の伸長 
 3.2 ブランド構築への挑戦 
 3.3 PB・NB ミックス戦略 
4. 事例③ グリーンコア・グループのコンビニエンス・フード事業展開 
 4.1 砂糖メーカーから中食・惣菜メーカーへ 
 4.2 アメリカ進出 



























































































構築に挑戦する動きがある。サラダの NB 化を目指すキューピーがその代表格である。 
逆に、特定小売業向け専用商品・PB 商品を製造受託するベンダー事業から出発し、力






大手 PB 製造受託メーカーで、近年、アメリカに進出した。 










を通して、各メーカーはどのように NB と PB を組み合わせたデュアル・ブランド戦略を
展開しているのか、見極めることにしたい。 
 
2. 事例① キューピーのサラダ・惣菜事業 
 
 キューピーは、1919（大正 8）年創業の老舗食品メーカーで、マヨネーズで家庭用約 70％、
業務用 40％超の圧倒的な市場シェアを獲得している。2012 年度（2012 年 11 月期）5050
億円の売上高構成比は、マヨネーズ・ドレッシングの調味料事業が 27.4％（1386 億円）
ともっとも多く、次いで物流システム事業 22.9％（1157 億円）、サラダ・惣菜事業 18.1％
（916 億円）、卵加工品等の卵事業 17.0％（856 億円）、ジャム等の加工食品事業 11.7％（591
億円）と続いている。 
 中期経営計画では、2015 年度売上高 5600 億円（2012 年度比 550 億円増）、営業利益
265 億円（同比 31 億円増）と堅実な目標を掲げ、「マヨネーズ」に加えて、「卵・野菜・





ブランド化を目指すサラダクラブの各事業部が成長の 3 本柱である。以下、順に紹介する3。 
 
表 1 キューピーの会社概要 
設立年月 1919 年 11 月 
本社 東京・渋谷 
代表取締役社長 三宅峰三郎 
売上高 5049 億 9000 万円 
純利益 122 億 9100 万円 
従業員数 12,425 人 
事業所 9 支店，17 営業所，8 工場 
事業内容 マヨネーズ・ドレッシングを中核に関連
周辺事業を拡大 
注：2012 年 11 月期現在。 
（出所）筆者作成。 
 
                                                  
3 キューピーへの聞き取り調査は、以下の通り（肩書は当時）。 
 2012 年 10 月：好村博、調味料・加工食品事業担当常務取締役。 
 2013 年 1 月：兵藤透、サラダ・惣菜事業担当兼サラダクラブ社長。 
Hosei University Repository
カテゴリー革新型デュアル・ブランド戦略の展開 
イノベーション・マネジメント No.11 - 127 -
2.1 サラダ・惣菜の全国販売体制を確立したデリア食品 
 デリア食品は 3 社のなかで、一番早く 1975 年 7 月、チルド温度帯のサラダ・惣菜を製
造・販売する 100％子会社として設立された。その後、大阪から名古屋、九州、北海道と
営業地域を広げ、2013 年現在、グループ生産会社は北海道札幌市、岩手県北上市、東京都
昭島市、愛知県瀬戸市、兵庫県伊丹市、佐賀県鳥栖市の全国 6 社体制で運営されている。 
サラダ関連の子会社のなかに 1984 年 8 月、セブン-イレブン・ジャパン専用惣菜工場を
運営するために設立されたデイリーメイト（本社：東京都青梅市、現・旬菜デリ）がある。
翌 85 年 3 月、セブン-イレブンが発売した包装済み生野菜サラダが大ヒットし、工場は 198













表 2 キューピーのサラダ・惣菜関連子会社の概要 
社名 デリア食品 グルメデリカ サラダクラブ 
設立年月 1975 年 7 月 1990 年 5 月 1999 年 2 月 
本社 東京・府中 埼玉・所沢 東京・府中 
代表取締役社長 中村 智義 森田 孝治 萩 芳彰 
資本金 5,000 万円 9,800 万円 3 億円 
資本関係 100％子会社 100％子会社 キューピー51％ 
三菱商事 49％ 
売上高 418 億円 341 億円 171 億円 
従業員数 160 人（社員のみ） 1,694 人 777 人 












1992 年 2 月、デイリーメイトはセブン-イレブンとの専属取引契約を解消し、スーパー等
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へ販路を転換した4。 




ダ・惣菜事業副担当兼サラダクラブ社長、2013 年 1 月聞き取り調査）からである。 
 2000 年 12 月、惣菜事業の全国展開を目指し、本社惣菜事業本部とデリア食品との事業
を再編し、惣菜販売業務をデリア食品に移管し、各生産拠点の営業、商品開発担当者が一




グルメデリカは 1990 年 5 月、埼玉県所沢市で 100％子会社として設立され、同年 12 月
から米飯商品、調理パン、惣菜等のローソン向けベンダー事業（特定小売業向け商品の製
造受託業）に着手した。主要取引先であるローソンの成長に合わせて、埼玉県草加市、長
野県松本市と、相次いで工場を新設し、98 年には年間販売額が 100 億円を突破した。そ
の後、2012 年 12 月には九州を含め西日本に生産拠点をもつグループ会社の菜デリカを合
併し、5 工場体制を確立した。 
取扱商品の中心は、米飯商品、調理パン、惣菜、サラダで、コンビニエンスストアの業
務体制に合わせて 1 日 24 時間、365 日操業している。2012 年度の売上高は、合併前のグ
ルメデリカ、菜デリカの合算で 341 億円と、デリア食品に次ぐ規模となった。 
 
2.3 ブランド化に挑むサラダクラブ 













1999 年 4 月、東京都府中市の中河原工場で、カットレタス、千切りキャベツ、大根サ
ラダ等 5 品目を製造し、首都圏へ出荷した。翌 2000 年 10 月には兵庫県伊丹市に新工場を

















では 1 種類の野菜を調理しやすくカットしたものから 10 品目の野菜を摂取できるサラダ
まで用途に応じた商品を品揃えし、店頭やホームページで「サラダクラブ」商品を使用し
た料理メニューを提案している。 
2013 年 9 月現在、関東地域の場合、通年商品 29 品目、季節商品 7 品目、ドレッシング
等周辺商品 12 品目を展開している。ブランド認知度と店頭露出度の向上とともに、売上
高は 2011 年度 132 億円から 12 年度 171 億円へと大きく上昇した。中期計画では、「サラ
ダの食事化」あるいは「食事のサラダ化」に対応した商品開発を強化し、サラダ・惣菜事
業を 2012 年度の 916 億円から 1000 億円に引き上げる方針で、「サラダクラブ」はその底
上げ役を期待されている。 



























菜の栄養や加工方法に関する研究を行っている。「切り方 1 つで、2 日しかもたない野菜が

























3. 事例② ピックルスコーポレーションのブランド戦略 
 
 ピックルスコーポレーションは、2012 年度（2013 年 2 月期）売上高 240 億 6300 万円、
純利益 5 億 7000 万円で、漬物業界のトップ・メーカーである。2002 年度の売上高は 180




                                                  
5 ピックルスコーポレーションへの聞き取り調査は以下の通り（肩書は当時）。 
 2012 年 11 月：荻野芳朗、代表取締役社長。 
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表 3 ピックルスコーポレーションの会社概要 
設立年月 1991 年 2 月 
本社 埼玉・所沢 
代表取締役社長 宮本雅弘 
売上高 240 億 6300 万円 
純利益 5 億 7096 万円 
従業員数 204 人（社員のみ） 
事業所 7 工場，4 子会社，5 合弁会社 
事業内容 浅漬け、キムチ、惣菜等の製造・販売 

















































チェックしている。1997 年、日本を代表する NB 食品メーカーが参加する日本デリカフ
ーズ協同組合が導入した系統的な品質管理手法 HACCP（Hazard Analysis and Critical 
Control Point）も取り入れた。 
 東海デイリーは 1993 年 9 月、商号をピックルスコーポレーションに変更し、2001 年




営工場 7 ヵ所、子会社４社、地方合弁会社 5 社で構成されている。また、親会社の東海漬









































2009 年 10 月、「ご飯がススム キムチ」は発売された。販売チャネルは、コンビニエ
ンスストアと直接競合しないスーパーに絞った。売場での反応は当初、かんばしくなかっ
たが、あるスーパーと特売企画案を立てて店内プロモーションを実施したところ、認知が
高まり、1 店当たり平均 1 日 30 個売れた。この実績を武器に営業したところ、目先の変わ
った商材を探しているスーパーがしだいに特売企画案を採用する例が増えてきた。手応え








がススム」シリーズの売上高は約 50 億円に達した。 
 
 
                                                  
7 「ご飯がススム キムチ」の関発に関する記述は、聞き取り調査のほか、『週刊東洋経済』2012 年 2
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60.3％、そして 2012 年度 35.6％へと急激に下落した。逆に、セブン-イレブンのピックル
スコーポレーションに対する漬物の仕入れ依存度は、引き続き高水準を維持している。 













る中期計画を立てている。その一環として、2012 年 10 月、メンマ等の惣菜を製造する群
馬県伊勢崎市の東洋食品を買収した。 
 












2012 年 9 月期、英米に 22 ヵ所のコンビニエンス・フードの生産拠点（うちイギリス 16
ヵ所、アメリカ 6 ヵ所）をもち、売上高は 11 億 6200 万ポンドに達している。売上高構成
比はフード・ツー・ゴー40％、調理済み食品 20％の 2 部門で全体の 60％の売上高を稼ぎ
                                                  








品であり、取扱品目は約 4000 品目と推定されている。 





表 4 グリーンコア・グループの会社概要 
設立年 1991 年 
本社 アイルランド・ダブリン 
最高経営責任者 パトリック・コビーニイ 
売上高 11 億 6200 万ポンド 
純利益 3500 万ポンド 
従業員数 1 万 1000 人 
事業所 英 16，米 6 の生産拠点 
事業内容 サンドイッチや他の調理済みチルド食
品等の製造・販売 








4 億 43 百万ポンドで買収した。これが事業転換の引き金となった。 
  ヘイゼルウッド・フーズ社は 1900 年に設立されたイギリス最大級のコンビニエンス・










ールドフィールド社のサンドイッチ工場、翌 07 年外食産業向け有力冷凍ケーキ・デザー 
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ト・メーカーのミンストリー・オブ・ケーキ社、リバプールの中小寿司メーカーのスシ・
サン社、11 年マークス＆スペンサー向けサンドイッチや惣菜等を供給しているユニック社、








ゴー事業とデザート、ヨーグルト等のデザート事業の 2 つに絞り込んだ。買収直前の 2010
年 12 月期の売上高 3 億 1200 万ポンドは両事業がほぼ半々の割合である（ユニック社 2010
年アニュアル・レポート）。 







の取引関係は 30 年以上におよび、100 品目超のプレミアム PB の製造を受託している。
2010 年には、プレミアム PB サンドイッチや柔らかなパンの開発で、マークス＆スペンサ
ーから「最高のサプライヤー賞」を受賞した。 
ノーザンプトン工場で頻繁な商品開発や効率のよい生産をささえているのは熟練者で
ある。食品衛生知識から製造技術まで年間 1 万 2000 時間を超す教育・研修プログラムを




ゴー事業売上高の 4 分の 3 以上を占めていたが、買収後の翌 12 年度はテスコ、アズダと
並ぶ取引規模のあるマークス＆スペンサーが加わり、販売依存度のバランスがとれるよう
になった（グリーンコア・グループ 2012 年 9 月期決算説明資料）。 
しかし、度重なるＭ＆Ａで事業の再構築が十分に進んでいない分野もある。ユニック社






ニイは 2005 年、請われて入社し、08 年 CEO（最高経営責任者）に就任した。新 CEO を
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 新経営陣はイギリスで大規模な M＆A が実現できれば、しばらく成長可能と考えている
が、その先は伸び悩むと冷静に分析している。将来的には海外市場に活路を求める必要性
があり、サンドイッチ・サラダ市場の発展可能性が残されているアメリカ大陸を選択した
（Bell and Kindred, 2012）。 
 アメリカ進出でも、徹底的に M＆A を活用した。2008 年 4 月、マサチューセッツ州ニ
ュバレーポートにある東海岸の中堅コンビニエンス・フード・メーカー、ホーム・メイド・
ブランド・フーズ（HMBF）社を買収し、生産拠点を確保する一方、現地法人のグリーン
コア USA を設立した。HMBF 社は 1956 年創業の会社で、ストップ＆ショップやパブリ
ックスといった東部の有力スーパーマーケットに対して、チルド温度帯の調理済み食品や
















2012 年 4 月、買収金額 3600 万ドルで買収したマーケットフェア社は、バージニア州を
中心とした中部とユタ州にある約 1200 店のセブン-イレブンに PB のサンドイッチ等の調
理済み食品を供給していた。これはセブン-イレブンの同カテゴリー取引先で上位に入る取
引規模であり、年間売上高は約 6500 万ドルにのぼっていた。また、同年 6 月にはシカゴ
とフロリダに生産拠点をもち、年間3200万ドルのサンドイッチや寿司を供給しているH.C.
シュア＆サン社を買収した。同社は全国的な外食店チェーンとの取引があった。 




た（グリーンコア・グループ 2013 年 3 月中間期決算説明資料）。 
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 セブン-イレブンに続いて、2013 年にはスターバックスへのサンドイッチ類の供給を開
始した。同現在、取引先店舗数は東部、中西部の 1363 店となり、全店舗数の 10％を超え
る水準に達した。 




 イギリスでは、「世界一優れたサプライ・チェーン」（Fearne and Hughes, 1999）が構
築されており、包装済みサラダの場合、野菜の収穫から 2 日以内にはスーパーマーケット
の店頭に並び、平均同 5 日以内には消費されている。アメリカでは、収穫から納品、消費
までの日数がほぼ 2 倍を要しているという。グリーンコア USA が目指しているのは、こ
のサプライ・チェーンの変革である。2013 年第 34 半期（2013 年 6 月末）、アメリカ事業
は前年比 50％伸び、期間損益は好転していると報告された。 
 
4.3 M＆A 戦略を超えて 
 グリーンコア・グループは大胆かつ迅速な M＆A 戦略によりアイルランドの国有砂糖メ
ーカーから隣国イギリスで最大のサンドイッチ・メーカーに変身し、さらにアメリカに進






工場の床面積は約 1 万 4400 ㎡の規模におよび、17 の生産ラインで約 2000 人の従業員
が働き、約 400 種類のサンドイッチをつくっている。工場は 1 日 3 シフトで運営されてお
り、うち 2 回は生産に、残り 1 回は清掃にあてられている。イギリスにある 16 工場は商
品ごとに専門化しており、マントン・ウッドはサンドイッチ関連の専門工場である。 
大部分のサンドイッチ製造は半自動化されている。10 人程度の従業員がコンベヤー・ベ
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品とに大きく 2 つに分かれ、原則として製造後 24 時間以内の納品を行っている。納品リ
ードタイムの管理上むずかしいのは、1 個単位の個別店舗納品である。自社ブランド商品
を含め、中小スーパーマーケットや飲食店等約 7500 店への納品を行うため、全国 16 ヵ所



































そのうえで、既存 PB 製造受託事業を超えて、新たな成長戦略が追求されていた。1 つ





事業の NB 化が成長戦略の 1 つと位置づけられていた。 
 ピックルスコーポレーションの NB・PB ミックス戦略は明快だった。特定コンビニエン
スストア向け浅漬けの専用商品・PB 商品の供給で急成長し、製造受託事業を通して商品
開発から品質管理まで学び、その学習成果をキムチのブランド化というかたちで発揮した。











表 6 事例研究 3 社の比較 
 キューピー ピックルスコーポレーション グリーンコア・グループ 
主力商品 サラダ,惣菜 浅漬け、キムチ サンドイッチ,サラダ 
事業形態 PB・NB の製造・販売 PB・NB の製造・販売 主に PB の製造受託 
戦略手段 技術力・販売力 商品開発力 M&A 



























































































Bell, D. E. & Kindred, N. 2012. Greencore. Harvard Business School Case Study 9: 513-062. 
Harvard Business Publishing. 
de Jong, K. A. M. 2011. Private label uncovered. IPLC. 
Fearne, A., & Hughes, D. 1999. Success factors in the fresh produce supply chain: Insights 
from the UK. Supply Chain Management, 4(3): 120-128. 








法政大学経営学部教授     




Journal of Innovation Management No.11 - 144 -
 
 
 
 
 
Hosei University Repository
